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１Ｇ０２ 

新しい端末機器の出現が通信・放送事業者に与える影響 

 

 
○寺田真一郎（東京大学） 

 

 

 
１．背景、問題意識 

 

１９９０年代まで、電気通信事業者及び放送事業者は法制度の面から新規参入がむずかしく、ま

た外部のサービスや企業から事業運営上大きな影響を受けることが無かった。 

 

しかしながら、２０００年代に入り、インターネットによるウェブサービスやアプリケーション

の利用が伸びてきたうえに、２００７年ごろからインターネットサービス利用できる PC以外の端末

機器（スマートフォン、タブレット PC、スマート TV等）が多く出現している。 

 

これら新しい端末機器によるソーシャルネットワークサービスや映像サービスは、既存の電気通

信サービスや TV放送サービスと同様の便益を利用者に提供すると考えられる。このため、これら端

末機器の出現は、従来の電気通信事業や TV放送事業に大きな影響を及ぼすとの仮説が成り立つ。 

 

上記の状況については、ニュース等で様々な現状報告がなされており、また定性的な説明が試み

られている。しかし、このようなインターネット利用を増加させる新しい端末機器1の登場が、電気

通信事業者や TV放送事業者へどの程度影響しているのかについて、定量的に把握した研究はなされ

ていない。 

 

２．分析手法 

 

本稿では、新しい端末機器の出現が通信事業者や TV放送事業者にどのように影響するかについ

て、定量的な分析を行うため、イベントスタディ手法2を採用する。これは、「市場が合理的であれ

ば、ある事象（イベント）の影響が即座に株価に反映される」ことを前提としている。3つまり、市

場が合理的である限り、株価の変動はその企業の価値の変化を表していることになる。イベントス

タディ手法は、長年の研究により手法が洗練されていること、結果が明確であることがメリットで

あり、ファイナンス、会計、法律等の研究分野で広く使われている。4 

 

具体的には、ある新しい端末機器の発売情報が株式市場に流れた際に、通信事業者や TV放送事

業者の株式リターンが有意に上昇すれ、株式市場はその端末機器の出現が該当企業にとって利益と

なると判断したことを意味する。反対に、株式リターンが下降していれば、株式市場はその端末機

器の出現がその企業にとって不利益になると判断したことを意味する。イベントスタディは、この

株式リターン変化の大きさ及び有意性を測る手法である。 

 

３．データ 

 

イベントスタディ手法では、同じ国での株式データを使用することが望ましいと考えられること

                                                   
1  本稿では、新しい端末機器の代表としてスマートフォン、タブレット PC、スマート TVを想定する 
2   手法については、MacKinlay（1997）に則った。具体的には添付のとおりである。 
3  The Econometrics of Financial Markets (Cmpbell, Lo, MacKinlay 1997, Princeto University 
Press)参照 
4  Khotari, S.P. and Warner, J.B. ’Econometrics of Event Studies’ (2006) 参照 
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から、新しい端末機器のプラットフォーム提供企業の多くが存在し、通信事業者や TV放送事業者も

数多く存在する、米国を分析対象国とした。 

 

まず分析対象として、電気通信事業者３社及び TV放送事業者６社（CATV事業者２社、衛星放送

事業者２社、地上波ネットワーク２社）を選定した。 

これら事業者の株式リターンを算出するための株価データについては、米国 NYSE（ニューヨー

ク株式市場）および Nasdaq（ナスダック）の株価データを利用した。株価データの収集先としては、

Bloombergデータベース及び Yahoo! Finannce5を使用した。 

 

 
 

 
 

次に、新しい端末機器として、次のとおりスマートフォン９機種、タブレット PC２機種、スマ

ート TV３機種を選定した。なお、これらは全て Apple 社及び Goolge 社の規格によるものである。

この２社の規格による製品を選定した理由は、スマートフォン及びタブレット PCにおいて市場シェ

アが非常に高いこと、スマート TVにおいても認知度や注目度が高いことによる。 

また、分析に必要なイベント・デイト、すなわちこれら端末機器の出現が市場で認知された日付

については、個々の端末機器が正式発表された日付を採用した。 

 

 
 

 

                                                   
5 http://finance.yahoo.com/ 
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5 http://finance.yahoo.com/ 

 

 

 
 

４．結果 

１） スマートフォンの出現による電気通信事業者への影響 

 

１） －１ 

スマートフォンのうち、iPhoneの出現についてイベントスタディの結果を表で表すと次のとお

りである。 

CAR（Cumulative Abnormal Return）が iPhone 機種による個々の通信事業者への影響を表す。

プラスの数値の CARは株式リターンが市場全体のリターンに比べプラスの方向に影響があった

ことを、マイナスの数値の CAR は同様にマイナスの方向に影響があったことを表す。また

t-statistics により個々の影響の有意さを検定しており、significance 欄の***は 1%有意を、

**は 5%有意を、*は 10%有意を表す。また、本稿では、p-valueとして 5%有意を採用した。 

この結果、個々の機種によりプラス・マイナスや有意か否かについて様々な結果が出ているが、

いずれの機種においても、iPhone を提供している通信事業者（青い網がけ）への影響（CAR）

のほうが、競合事業者への影響（CAR）よりも必ずプラスとなっていることがわかる。 
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１）－２ スマートフォンのうち、Android の出現についてイベントスタディの結果を表で表すと

次のとおりである。 

Androidについては、通信事業者に対する影響は、様々であり、一定の傾向は見られな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） タブレット PCの出現による電気通信事業者への影響 

 

タブレット PC（iPad）の出現についてイベントスタディの結果を表で表すと次のとおりである。 

いずれの機種も、iPadを提供している通信事業者（青い網がけ）への影響は有意でないが、最

大の競合会社である Verizonへの影響は有意にマイナスとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３） タブレット PCの出現による TV放送事業者への影響 

 

タブレット PCの出現についてイベントスタディの結果を表で表すと次のとおりである。 

いずれの機種も、TV放送事業者への有意な影響はみられない。 
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３） タブレット PCの出現による TV放送事業者への影響 
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４） スマート TVの出現による TV放送事業者への影響 

 

スマート TVの出現についてイベントスタディの結果を表で表すと次のとおりである。 

いずれの機種も、TV放送事業者への有意な影響はみられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．考察 

 

本研究の結果は、次のとおりまとめることができる。 

１） 電気通信事業者については、スマートフォン（iPhone）及びタブレット PC の出現に

おいて、端末を提供している通信事業者への影響がその競合事業者への影響よりプラ

スになっている。ただし、スマートフォン（Android）については、その出現による

影響に一定の傾向は見られない。 

２） TV放送事業者については、タブレット PC及びスマート TVの出現において、TV放送

事業者への有意な影響はみられない。 

 

つまり、新しい端末機器の出現は、電気通信事業者にいくつかの有意な影響を示している

が、TV放送事業者には全く有意な影響を及ぼしていない。 

 

上記結論のひとつである「新しい端末機器の出現が TV 放送事業者には有意な影響を与え

ていない」理由については、今後の研究課題としたいが、現状では次の仮説が考えられる。 

１） 新しい端末機器であるタブレット PCやスマート TVについては、そもそも一般的に影

響力がない。 

２） 新しい端末機器であるタブレット PCやスマート TVは一般的に大きな影響力があるが、

TV放送事業者に対しては影響を及ぼしていない。 

３） 新しい端末機器であるタブレット PC やスマート TV は一般的に大きな影響力があり、

TV放送事業者に対しても影響を及ぼしているが、これら端末機器によるインターネッ

トサービスは既存の TV 放送の代替物となっておらず、競合関係に無い。このため、

既存の TV事業者に対しては影響を及ぼしていない。 

 

以上 
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（添付）イベントスタディ手法 

 

１） 通常の株式リターンを特定するため、マーケットモデルを用いる。 

Rit=αi+βi・RMt+uit 

（Rit：対象企業の株価収益率、RMt：マーケットインデックスの収益率、αi及びβi：パラメータ、

uit：誤差項） 

 

２） 実際の株式リターンと収益率モデルでの株式リターンの差である超過収益率（AR: Abnormal 

Return）を、次のとおり計算する。 

ARit=Rit-(αi+βi・RMt) 

（ARit：対象企業の超過収益率、Rit：対象企業の実際の株価収益率、αi+βi・RMt：マーケットモ

デルによる該当企業の収益率） 

 

３） iPhone販売がアナウンスされた日前後３日間の累積超過収益率を次のとおり計算する。 

CAR(t1,t2)=ΣARit 
 

４） 累積超過収益率が統計的に有意であるかどうかについて次のとおり計算する。 

t= CAR(t1,t2)/σ(t1,t2)～N(0,1) 

 

 

 




